
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年第４回 

多 摩 市 議 会 定 例 会 議 案 
 

 

 

 

 

 

 

多 摩 市 

 



多摩市告示第４９９号  
 
 令和２年第４回多摩市議会定例会を下記のとおり招集する。  
  令和２年１１月１７日  
                 多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 

１ 日 時   令和２年１１月３０日（午前１０時）  
 
２ 場 所   多摩市役所議場  
 



第１２１号議案  
同報系防災行政無線更新工事の請負契約の締結についての議決事

項の一部変更について  
 

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  

令和元年第２回多摩市議会定例会において議決を経た同報系防災行政無線更

新工事の請負契約の締結について、下記のとおり変更したいので、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年多摩市条例

第９号）第２条の規定により議会の議決に付する。  
 

記  
 
１ 契約の目的  同報系防災行政無線更新工事  
２ 契約の相手方 東京都渋谷区渋谷三丁目２９番２０号  

協和エクシオ・三峰無線建設共同企業体  
代表団体 株式会社協和エクシオ  
代表取締役 舩橋 哲也  

３ 契約金額   変更前 金５５７，１５０，０００円  
         変更後 金５７９，１４６，２２０円  
４ 契約の方法  一般競争入札（地方自治法第２３４条第１項適用）  
 
 
変更の理由  
 令和元年度、２年度の２か年で実施している同報系防災行政無線の屋外子局

のデジタル化更新工事について、工事を実施していく中で、新たにアスベスト

除去作業、屋上の防水工事等が発生したことから、契約金額を変更するもので

ある。  
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第１２２号議案  

発電機購入契約の締結について  

 

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  

提出者   多摩市長   阿  部 裕 行  

 

提案理由  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９

年多摩市条例第９号）第３条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１  契約の目的   自主防災組織宛に配布する発電機の購入  

２  契約の相手方  東京都多摩市和田５０２番地の１１  

有限会社カサイ  

代表取締役  笠井 由雄  

３  契約金額   金２４，７５９，９００円  

４  契約の方法   指名競争入札（地方自治法施行令第１６７条第３号適用）  

 

 

（参考）  

１  種類及び数量  発電機  １８３台  

※単価契約のため、数量は予定数量  

２  履行期間   契約発効の日から令和３年３月３１日まで  

３  財源     国庫支出金、都支出金及び一般財源  
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第１２３号議案  

小型バッテリー外１件購入契約の締結について  

 

上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  

提出者   多摩市長   阿  部 裕 行  

 

提案理由  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９

年多摩市条例第９号）第３条の規定により議会の議決に付する。  

 

記  

 

１  契約の目的   自主防災組織宛に配布する小型バッテリー及びソーラーパ

ネルの購入  

２  契約の相手方  東京都多摩市関戸一丁目１１番１号  

株式会社京王アートマン  

京王アートマン  聖蹟桜ヶ丘店  

店長 宇田川 哲也  

３  契約金額   金１６，９９９，７８５円  

４  契約の方法   指名競争入札（地方自治法施行令第１６７条第３号適用）  

 

 

（参考）  

１  種類及び数量  小型バッテリー  １８３台  

ソーラーパネル  １８３台  

※単価契約のため、数量は全て予定数量  

２  履行期間   契約発効の日から令和３年３月３１日まで  

３  財源     国庫支出金、都支出金及び一般財源  
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第１２４号議案  
家具転倒防止器具購入契約の締結について  
 

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９

年多摩市条例第９号）第３条の規定により議会の議決に付する。  
 

記  
 
１ 契約の目的  家具転倒防止器具の購入  
２ 契約の相手方 東京都多摩市関戸一丁目１１番１号 

株式会社京王アートマン 

京王アートマン 聖蹟桜ヶ丘店 

店長 宇田川 哲也  
３ 契約金額   金２０，２２７，９００円  
４ 契約の方法  指名競争入札（地方自治法施行令第１６７条第３号適用）  
 
 
（参考）  
１ 種類及び数量 伸縮突っ張り棒            ２，５００組  
         家具転倒防止用Ｌ字金具          ２００組  
         Ｔ型家具転倒防止器具         １，５００組  
         家具転倒防止板            １，５００組  
         冷蔵庫ストッパー           １，０００組  
         透明耐震ゴム               ５００組  
         開き戸ロック               ５００組  
         引き出しロック              ５００組  
         ※単価契約のため、数量は全て予定数量  
２ 履行期間   契約発効の日から令和４年３月３１日まで  
３ 財源     国庫支出金及び一般財源  
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第 １ ２ ５ 号 議 案  
公 立 学 校 情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 環 境 施 設 整 備 事 業 充 電 保 管 庫 購 入 

契 約 の 締 結 に つ い て  
 

上 記 の 議 案 を 次 の と お り 提 出 す る 。  
令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日  

 
１   契 約 の 目 的     公 立 学 校 情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 環 境 施 設 整 備 事 業 に よ る  

タ ブ レ ッ ト の 保 管 の た め の 充 電 保 管 庫 の 購 入  
２   契 約 の 相 手 方   東 京 都 江 東 区 豊 洲 五 丁 目 ６ 番 １ ５ 号   Ｎ Ｂ Ｆ 豊 洲 ガ ー デ 

ン フ ロ ン ト  
Ｄ ｙ ｎ ａ ｂ ｏ ｏ ｋ 株 式 会 社 首 都 圏 支 社  
首 都 圏 支 社 長   武 田 篤 幸  

３   契 約 金 額       金 ３ ７ ， ５ ３ ６ ， ４ ０ ０ 円  
４   契 約 の 方 法     指 名 競 争 入 札 （ 地 方 自 治 法 施 行 令 第 １ ６ ７ 条 第 ３ 号 適 用 ）  
 
 
 
（ 参 考 ）  
１   種 類 及 び 数 量     充 電 保 管 庫 （ 普 通 学 級 用 ）                 ３ ２ ０ 台  
                    充 電 保 管 庫 （ 特 別 支 援 学 級 用 ）               ４ ２ 台  
                    そ の 他 、 充 電 保 管 庫 の 設 置 ・ 配 線 作 業 を 含 む  
２   履 行 期 間    契 約 発 効 の 日 か ら 令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９

年多摩市条例第９号）第３条の規定により議会の議決に付する。  
 

記  

３ 財 源  国庫支出金、都支出金及び一般財源  
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１   指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 公 の 施 設 の 名 称  

多 摩 市 立 複 合 文 化 施 設  
２   指 定 管 理 者 と な る 団 体 の 名 称 及 び 所 在 地  

パ ル テ ノ ン 多 摩 共 同 事 業 体  
代 表 団 体   公 益 財 団 法 人 多 摩 市 文 化 振 興 財 団  
東 京 都 多 摩 市 鶴 牧 一 丁 目 ２ ４ 番 地 １   新 都 市 セ ン タ ー ビ ル ５ ０ １ 号 室  

３   指 定 の 期 間  
令 和 ３ 年 １ ２ 月 １ ４ 日 か ら 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  

第 １ ２ ６ 号 議 案  
多 摩 市 立 複 合 文 化 施 設 の 指 定 管 理 者 の 指 定 に つ い て  

上 記 の 議 案 を 次 の と お り 提 出 す る 。  
令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  
 下記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定に基づき、公の施設の指定管理者を指定する。  
 

記  
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１   指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 公 の 施 設 の 名 称  

多 摩 市 立 温 水 プ ー ル  
２   指 定 管 理 者 と な る 団 体 の 名 称 及 び 所 在 地  

二 幸 産 業 ・ Ｎ Ｓ Ｐ グ ル ー プ  
代 表 団 体   二 幸 産 業 株 式 会 社  
東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 一 丁 目 ２ ５ 番 １ 号   新 宿 セ ン タ ー ビ ル ３ ６ 階  

３   指 定 の 期 間  
令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  

第１２７号議案  
多摩市立温水プールの指定管理者の指定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  
 下記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定に基づき、公の施設の指定管理者を指定する。  
 

記  
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第１２８号議案  
多摩市総合福祉センターの指定管理者の指定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  
 下記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定に基づき、公の施設の指定管理者を指定する。  
 

記  
 
１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称  

多摩市総合福祉センター  
２ 指定管理者となる団体の名称及び所在地  

二幸産業・ＮＳＰグループ  
代表団体 二幸産業株式会社  
東京都新宿区西新宿一丁目２５番１号 新宿センタービル３６階  

３ 指定の期間  
令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで  
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第 １ ２ ９ 号 議 案  
多摩市営駐輪場の指定管理者の指定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  
 

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
  

提案理由  
 下記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定に基づき、公の施設の指定管理者を指定する。  
 

記  
 
１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称  

⑴ 永山駅駐輪場 

⑵ 永山駅北駐輪場 

⑶ 北諏訪小南駐輪場 

⑷ 多摩センター駅東駐輪場 

⑸ 多摩センター駅西駐輪場  
２ 指定管理者となる団体の名称及び所在地  

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社  
東京都品川区西五反田四丁目３２番１号  

３ 指定の期間  
令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  
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第 １ ３ ０ 号 議 案  
多 摩 市 立 多 摩 中 央 公 園 内 駐 車 場 の 指 定 管 理 者 の 指 定 に つ い て  

上 記 の 議 案 を 次 の と お り 提 出 す る 。  
令 和 ２ 年 １ １ 月 ３ ０ 日  

 
１   指 定 管 理 者 に 管 理 を 行 わ せ よ う と す る 公 の 施 設 の 名 称  

多 摩 市 立 多 摩 中 央 公 園 内 駐 車 場  
２   指 定 管 理 者 と な る 団 体 の 名 称 及 び 所 在 地  

パ ル テ ノ ン 多 摩 共 同 事 業 体  
代 表 団 体   公 益 財 団 法 人 多 摩 市 文 化 振 興 財 団  
東 京 都 多 摩 市 鶴 牧 一 丁 目 ２ ４ 番 地 １   新 都 市 セ ン タ ー ビ ル ５ ０ １ 号 室  

３   指 定 の 期 間  
令 和 ３ 年 １ ２ 月 １ ４ 日 か ら 令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  
 下記のとおり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定に基づき、公の施設の指定管理者を指定する。  
 

記  
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第 １３１号 議 案  
訴 え の 提 起 に つ い て  

上 記 の 議 案 を 次 の と お り 提 出 す る 。  
令 和 ２年 １１月 ３０日  

神 奈 川 県 相 模 原 市 南 区 旭 町 １ ０ 番 １ ７ 号  
    株 式 会 社 ユ ニ バ ァ サ ル 設 計  
    代 表 取 締 役   西   倉   哲   夫  

 

２   訴 え の 趣 旨  

    令 和 元 年 ６ 月 ２ ４ 日 に 、 市 が 相 手 方 東 京 本 部 と の 間 で 締 結 し た 特 殊 建 築 物 

定 期 調 査 及 び 建 築 設 備 定 期 検 査 業 務 委 託 契 約 に つ い て 、 同 業 務 の 履 行 に 不 備 

が あ り 、 契 約 期 間 内 に 業 務 が 完 了 し な い こ と と 明 ら か に 認 め ら れ た た め 、 市 

は 令 和 ２ 年 １ 月 ２ ２ 日 付 で 同 契 約 を 解 除 し 、 相 手 方 に 対 し て 前 払 金 ５ １ ０ 万 

円 の 返 還 及 び 違 約 金 １ ７ １ 万 ７ ， ６ ５ ０ 円 の 支 払 を 請 求 し た 。 し か し 、 再 三 

に わ た る 催 告 に も か か わ ら ず 履 行 が さ れ ず 、 任 意 の 支 払 い の 見 込 み が な い た 

め 、 上 記 前 払 金 及 び 違 約 金 と こ れ に 対 す る 訴 状 送 達 の 日 の 翌 日 か ら 支 払 済 み 

ま で 年 ３ 分 の 割 合 に よ る 遅 延 損 害 金 を 支 払 う よ う 請 求 す る 旨 の 訴 え を 提 起 す 

る も の で あ る 。  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  

契約の解除に伴う前払金の返還等に応じない者に対し、下記のとおり前払金

返還等請求訴訟を提起することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

 
記  

 

１ 訴えの相手方 

 

３ 訴訟追行の方針 

⑴ 本件訴え提起後において、その目的達成に特に必要がある場合には、訴

え又は当事者の追加、変更をすることができる。 

⑵ 判決の結果、必要がある場合は控訴し、又は上告することができる。 
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第 １ ３ ２ 号 議 案  
多 摩 市 固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 委 員 の 選 任 に つ き 同 意 を 求 め る こ 

と に つ い て  
下記の者を、多摩市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意

を求める。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 
提案理由  
 多摩市固定資産評価審査委員会委員猿橋正和氏は、令和２年１２月２１日を

もって任期が満了するので、本案を提出する。  
 

記  
 

氏   名  住        所  生年月日  

圖子 久雄  
東 京 都 日 野 市
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第１３３号議案  
多摩市行政財産の使用及び使用料に関する条例の一部を改正する

条例の制定について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号  
 

多摩市行政財産の使用及び使用料に関する条例の一部を改正する

条例  
 

多摩市行政財産の使用及び使用料に関する条例（昭和４８年多摩市条例第３

７号）の一部を次のように改正する。  
 別表第１ガス管の項中「１１０円」を「１２０円」に改め、同表第１種電柱

の項中「１，４８０円」を「１，４９０円」に改め、同表第３種電柱の項中「

３，０７０円」を「３，０８０円」に改め、同表第２種電話柱の項中「２，１

２０円」を「２，１４０円」に改め、同表変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所の項中「２，５８０円」を「２，６１０円」に改める。  
附 則  

この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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第１３４号議案  
多摩市会計年度任用職員の任用、勤務条件等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号  
 

多摩市会計年度任用職員の任用、勤務条件等に関する条例の一部

を改正する条例  
 

多摩市会計年度任用職員の任用、勤務条件等に関する条例（令和元年多摩市

条例第２６号）の一部を次のように改正する。  
第１８条第３項中「別表の」を「同表の」に改める。  
第１９条第１項中「会計年度任用職員が」を「会計年度任用職員（報酬が月

額又は日額で定められている者に限る。以下この条において同じ。）が」に改

め、「、報酬が月額又は日額で定められている会計年度任用職員にあっては」

を削り、「報酬額を、報酬が時間で定められている会計年度任用職員について

は別表に定める報酬額及び同条第３項の規定による加算額の合計額（第２１条

において「加算後報酬額」という。）を、それぞれ」を「報酬の額を」に改め

る。  
第２１条第１項中「加算後報酬額」の次に「（別表に定める報酬額及び第１

８条第３項の規定による加算額の合計額をいう。以下同じ。）」を加え、「勤

務した」を「勤務をした」に改める。  
第２２条第２項中「報酬の額」を「報酬額」に、「第１８条第２項又は第３

項」を「第１８条第２項」に改め、「合計額」の次に「又は加算後報酬額」を

加える。  
第２３条中「これを」を削る。  
第２４条第５項中「この場合において報酬額」を「この場合における報酬の

額」に改める。  
第２７条第２項第１号から第３号までの規定中「未満である者」を「未満で

あるもの」に改める。  
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別表中「第１９条」を「第２１条」に改め、同表専門スタッフの部犯罪被害

者等相談支援員の項中「月額」を「日額」に、「２０９，０４０円」を「１２

，０６０円」に改める。  
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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第１３５号議案  
多摩市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
多摩市条例第  号  
 

多摩市都市計画税条例の一部を改正する条例  
 

多摩市都市計画税条例（昭和４０年多摩市条例第９号）の一部を次のように

改正する。  
附則に次の１項を加える。  
（令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税の税率の特例）  

４６ 令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税の税率は、第３

条の規定にかかわらず、１００分の０．２とする。  
附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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第１３６号議案  
社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号 

 
社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例の一部

を改正する条例  
 

社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付に関する条例（昭和４６年多摩

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。  
附則第２項の見出しを削り、同項の前に見出しとして「（特例措置）」を付

し、附則に次の１項を加える。  
３ 別表に掲げる子育てサポート事業（一時的保育事業補助金に係るもの及び

定期利用保育事業補助金に係るものに限る。）の令和２年４月から同年６月

までの間における補助金については、新型コロナウイルス感染症の感染を防

止するための市の要請に基づく当該事業の利用の自粛により受けた影響に対

し支援の必要があると市長が認めるときは、同表の補助限度額の規定にかか

わらず、予算の定める範囲内において、市長が別に定める方法により算出す

ることができる。  
附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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第１３７号議案  
多摩市学童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号  
 

多摩市学童クラブ条例の一部を改正する条例  
 

多摩市学童クラブ条例（昭和５７年多摩市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。  
別表多摩市東寺方小学童クラブ第二の項の次に次のように加える。  
多摩市東寺方小学童クラブ第三  多摩市東寺方１００番地  

附 則  
この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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第１３８号議案  
多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号  
 

多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  
 

多摩市国民健康保険税条例（昭和２７年多摩市条例第３９号）の一部を次の

ように改正する。  
第２１条第１号中「３３万円」を「４３万円（納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有す

る者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項

に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。

）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規

定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢

６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に

限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円

を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（

以下この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得

た金額を加算した金額）」に改め、同条第２号及び第３号中「３３万円」を「

４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３万

円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加

算した金額）」に改める。  
附則第２項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）」を「所得税法」に、

「」とあるのは、「法」を「及び山林所得金額」とあるのは「法」に改め、「
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とする。）」の次に「及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１

２５万円」を加える。  
附 則  

（施行期日）  
１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

（適用区分）  
２ この条例による改正後の多摩市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。  
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第１３９号議案  
多摩市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定

について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号  
 

多摩市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例  
 

多摩市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年多摩市条例第１１号）の一

部を次のように改正する。  
附則第３条中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（

平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸

付割合をいう。）」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」

という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基

準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。  
附 則  

（施行期日）  
１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

（経過措置）  
２ この条例による改正後の附則第３条の規定は、この条例の施行の日以後の

期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金につ

いては、なお従前の例による。  
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第１４０号議案  
多摩市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号 

 
多摩市介護保険条例の一部を改正する条例  

 
多摩市介護保険条例（平成１２年多摩市条例第２２号）の一部を次のように

改正する。  
第１４条第１項第６号ア中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３

第１項」を加える。  
第１９条第１項第２号中「第３９条第１項第２号又は第３号」を「第３９条

第１項第３号」に改める。  
附則第２条中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（

平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸

付割合をいう。）」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」

という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基

準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。  
附 則  

（施行期日）  
１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。ただし、第１９条第１項第

２号の改正規定は、公布の日から施行する。  
（経過措置）  

２ この条例による改正後の附則第２条の規定は、この条例の施行の日以後の

期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金につ

いては、なお従前の例による。  
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第１４１号議案  
多摩市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例の制定について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号 

 
多摩市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例  
 

多摩市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する条例（平成

３０年多摩市条例第１４号）の一部を次のように改正する。  
第６条第２項中「主任介護支援専門員」の次に「（以下「主任介護支援専門

員」という。）」を加え、同項に次のただし書を加える。  
 ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理

由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）

を同項に規定する管理者とすることができる。  
附則第２項の見出しを削り、同項の前に見出しとして「（管理者に係る経過

措置）」を付し、同項中「平成３３年３月３１日」を「令和９年３月３１日」

に改め、「介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ⑶に規定する」を削

り、「第６条第１項」を「同条第１項」に改める。  
附則に次の１項を加える。  

３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「第

６条第２項」とあるのは「令和３年３月３１日までに法第４６条第１項の指

定を受けている事業所（同日において当該事業所における第６条第１項に規

定する管理者（以下「管理者」という。）が、主任介護支援専門員でないも

のに限る。）については、第６条第２項」と、「介護支援専門員（主任介護

支援専門員を除く。）を同条第１項の」とあるのは「引き続き、令和３年３

月３１日における管理者である介護支援専門員を」とする。  
附 則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第６条第２項にただし書を加
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える改正規定は、令和３年４月１日から施行する。  
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第１４２号議案  
多摩市立公園条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号 

 
多摩市立公園条例の一部を改正する条例  

 
多摩市立公園条例（昭和４７年多摩市条例第３５号）の一部を次のように改

正する。  
第２条の２第２項中「次の各号に掲げる施設である建築物を設ける場合は、  

当該」を「都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「公園令」と  
いう。）第６条第１項第１号に掲げる場合に関する公園法第４条第１項ただし  
書の条例で定める範囲は、同号に規定する」に、「に当該各号に定める割合を  
乗じた面積を限度として、」を「の１００分の１０を限度として」に改め、同  
項各号を削り、同条第４項中「の規定に該当する建築物を設ける場合は、当該」

を「に掲げる場合に関する公園法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は  
、同号に規定する」に、「、前３項」を「前４項」に改め、同項を同条第５項  
とし、同条第３項中「の規定に該当する建築物を設ける場合は、当該」を「に  
掲げる場合に関する公園法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、同号  
に規定する」に、「、前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、  
同条第２項の次に次の１項を加える。  
３ 第１項の規定にかかわらず、公園令第６条第１項第２号に掲げる場合に関

する公園法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、同号に規定する建

築物に限り、当該市立公園の敷地面積の１００分の２０を限度として第１項

の規定により認められる建築面積を超えることができる。  
 第２条の２に次の１項を加える。  
６ 第１項の規定にかかわらず、公園令第６条第６項に規定する場合に関する

公園法第５条の９第１項の規定により読み替えて適用する公園法第４条第１  
項ただし書の条例で定める範囲は、公募対象公園施設（公園法第５条の２第  
１項に規定する公募対象公園施設をいう。以下同じ。）である建築物に限り、
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当該市立公園の敷地面積の１００分の１０を限度として第１項の規定により  
認められる建築面積を超えることができる。  

 第４条の４に次の１項を加える。  
２ 前項の規定にかかわらず、公園法第５条の７第２項の規定により認定公募

設置等計画（同条第１項に規定する認定公募設置等計画をいう。以下同じ。）

に基づき公園法第５条第１項の許可を受けた者は、当該認定公募設置等計画  
に記載された使用料の額（当該額が別表第１に定める額を下回る場合にあっ  
ては、同表に定める額）を納付しなければならない。  

 別表第１に次のように加える。  
公募対象公園施設  １平方メートルにつき１年  ３，６００円  

 別表第２第１種電柱の項中「１，４８０円」を「１，４９０円」に改め、同

表第３種電柱の項中「３，０７０円」を「３，０８０円」に改め、同表第２種

電話柱の項中「２，１２０円」を「２，１４０円」に改め、同表地下電線その

他地下に設ける線類の項中「７円」を「８円」に改め、同表地上に設ける変圧

器の項中「１，２９０円」を「１，３００円」に改め、同表水道管下水道管ガ

ス管その他これらに類するものの項中「１１０円」を「１２０円」に改め、同

表変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所の項中「２，５８０円」を「

２，６１０円」に改め、同項の次に次のように加える。  
広告塔   表示面積１平方メートルにつき

１年  
８，８００円  

看板（アーチ式であるも

のを除く。）  
表示面積１平方メートルにつき

１年  
８，８００円  

 別表第２備考第６号を同表備考第７号とし、同表備考第５号を同表備考第６

号とし、同表備考第４号中「占用面積」の次に「若しくは表示面積」を加え、

同号を同表備考第５号とし、同表備考第３号の次に次の１号を加える。  
４ 表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。

ただし、看板で両面を使用するものは、裏面の表示面積については、５

割減とする。  
附 則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２第１種電柱の項、第

３種電柱の項、第２種電話柱の項、地下電線その他地下に設ける線類の項、地

上に設ける変圧器の項、水道管下水道管ガス管その他これらに類するものの項

及び変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所の項の改正規定は、令和３

年４月１日から施行する。  
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第１４３号議案  
多摩市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号  
 

多摩市営住宅条例の一部を改正する条例  
 

多摩市営住宅条例（平成９年多摩市条例第２３号）の一部を次のように改正

する。  
附則第６項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（

平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸

付割合をいう。）」に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基

準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。  
附 則  

（施行期日）  
１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。  

（経過措置）  
２ この条例による改正後の附則第６項の規定は、この条例の施行の日以後の

期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金につ

いては、なお従前の例による。  
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第１４４号議案  
多摩市道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例の制定につい

て  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号  
 

多摩市道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例  
 

多摩市道路占用料等徴収条例（昭和４８年多摩市条例第１５号）の一部を次

のように改正する。  
別表法第３２条第１項第１号に掲げる工作物の項中「１，４８０円」を「１  

，４９０円」に、「３，０７０円」を「３，０８０円」に、「２，１２０円」  
を「２，１４０円」に、「７円」を「８円」に、「１，２９０円」を「１，３  
００円」に、「２，５８０円」を「２，６１０円」に改め、同表法第３２条第  
１項第２号に掲げる物件の項中「１１０円」を「１２０円」に改め、同表法第  
３２条第１項第３号に掲げる施設の項中「２，２４０円」を「２，６１０円」  
に改め、同表法第３２条第１項第４号に掲げる施設の項中「１，３２０円」を  
「１，４００円」に改め、同表法第３２条第１項第５号に掲げる施設の項中「  
２，２４０円」を「２，６１０円」に改め、同表道路法施行令（昭和２７年政  
令第４７９号。以下「令」という。）第７条第１号に掲げる物件の項中「２，  
１２０円」を「２，１４０円」に改め、同表令第７条第２号に掲げる工作物の  
項中「２，０００円」を「２，６１０円」に改め、同表備考第５号中「表わす」

を「表す」に改める。  
附 則  

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。  
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第１４５号議案  
多摩市下水道条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を次のとおり提出する。  
令和２年１１月３０日  

提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  
 

記  
 
多摩市条例第  号  
 

多摩市下水道条例の一部を改正する条例  
 

多摩市下水道条例（昭和５９年多摩市条例第２１号）の一部を次のように改

正する。  
附則第８項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（

平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸

付割合をいう。）」に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基

準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改める。  
別表第２第１種電柱の項中「１，４８０円」を「１，４９０円」に改め、同

表第３種電柱の項中「３，０７０円」を「３，０８０円」に改め、同表第２種

電話柱の項中「２，１２０円」を「２，１４０円」に改め、同表地下電線その

他地下に設ける線類の項中「７円」を「８円」に改め、同表ガス管・水道管等

の項中「１１０円」を「１２０円」に改め、同表橋及び通路の項の次に次のよ

うに加える。  
足場その他の工事用施設  占用面積１平方メートル

につき  
８，８００円  

附 則  
（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第８項の改正

規定は、令和３年１月１日から施行する。  
（経過措置）  

２ この条例による改正後の附則第８項の規定は、附則第８項の改正規定の施

行の日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応す

る延滞金については、なお従前の例による。  
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第１４６号議案  
多摩市古民家の管理運営に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  
上記の議案を次のとおり提出する。  

令和２年１１月３０日  
提出者  多摩市長  阿 部 裕 行  

 
記  

 
多摩市条例第  号  
 

多摩市古民家の管理運営に関する条例の一部を改正する条例  
 

多摩市古民家の管理運営に関する条例（平成１７年多摩市条例第５９号）の

一部を次のように改正する。  
第４条ただし書中「認めるとき」の次に「又は第１４条の規定により指定管

理者が古民家の管理運営に関する業務を行う場合において、指定管理者が特に

必要と認め、かつ、委員会の承認を得たとき」を加える。  
第５条第２項中「により、委員会」の次に「（第１４条の規定により指定管

理者が古民家の管理運営に関する業務を行う場合は、指定管理者。次項、第７

条及び第１１条において同じ。）」を加える。  
第６条ただし書中「認めるとき」の次に「又は第１４条の規定により指定管

理者が古民家の管理運営に関する業務を行う場合において、指定管理者が特に

必要と認め、かつ、委員会の承認を得たとき」を加える。  
第８条第３項ただし書中「ただし、」の次に「委員会規則で定める場合その

他」を加える。  
第１０条ただし書中「許可」の次に「（第１４条の規定により指定管理者が

古民家の管理運営に関する業務を行う場合は、委員会の承認を得てする指定管

理者の許可）」を加える。  
第１４条を第１６条とし、第１３条の次に次の２条を加える。  
（指定管理者による管理）  

第１４条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項の規定により、法人その他の団体であって委員会が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）に、古民家（旧富澤家に限る。以下この条にお

いて同じ。）の管理運営に関する業務のうち、次に掲げるものを行わせるこ

55



とができる。  
⑴ 古民家の維持管理及び修繕に関する業務  
⑵ 古民家の施設に係る使用の許可及び使用の制限に関する業務  
⑶ 次条第１項に規定する利用料金の徴収、減免及び返還に関する業務  
⑷ 前３号に掲げるもののほか、古民家の管理運営に関する業務のうち委員

会が特に必要と認めるもの  
（利用料金）  

第１５条 第８条第１項の規定にかかわらず、前条第２号の許可を受けた者は、  
当該許可に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者に支払わな  
ければならない。  

２ 利用料金は、別表第３に定める使用料の額の範囲内において、指定管理者

があらかじめ委員会の承認を得て定めるものとする。  
３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。  
４ 指定管理者は、委員会規則で定める事由に該当するときは、利用料金を減

額し、又は免除しなければならない。  
５ 指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、あらかじめ委員会の承

認を得て、利用料金を減額し、又は免除することができる。  
６ 既納の利用料金は、返還しないものとする。ただし、委員会規則で定める

場合その他指定管理者が特別の理由があると認める場合は、その全部又は一

部を返還することができる。  
別表第２旧富澤家（建物）の項第２号中「定める日」の次に「（第１４条の

規定により指定管理者が古民家の管理運営に関する業務を行う場合は、委員会

が別に定める日又は指定管理者が委員会の承認を得て別に定める日。次項にお

いて同じ。）」を加える。  
別表第３中「第８条」の次に「、第１５条」を加える。  

附 則  
この条例は、公布の日から施行する。  
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